
学校給食支援事業助成金交付要綱 

 

公益財団法人島根県学校給食会 

 

（目的） 

第１条 公益財団法人島根県学校給食会（以下「本会」という。）は、島根県内の学校給食

の普及充実及び食育の推進を図るため、学校給食関係団体等（以下「実施団体」と

いう。）が行う学校給食の普及充実及び食育の推進に関わる調査研究、講演会・研修

会及びイベント等に要する経費の一部を助成することにより、地域の特色を活かし

た学校給食の充実と食育の推進に資する。 

 

（助成対象事業） 

第２条 助成の対象事業は、次のとおりとし、理事長が認めるものとする。 

（１）学校給食調査研究事業 

実施団体が企画する学校給食の普及充実及び食育の推進を図ることを目的とした

調査・研究、講演会及び研修会等。 

（２）食育推進事業 

実施団体が企画する食育の推進を図ることを目的とした講演会、料理教室及び食

に関するイベント等。 

（３）学校給食体験教室 

   就学前の幼児・その保護者を対象とした学校給食の試食会、講演会、親子料理教   

  室等。 

（４）その他、理事長が認めた事業 

 

（助成対象経費） 

第３条 助成対象経費は、前条の助成対象事業に要する経費のうち次の経費とする。 

①会場借上料 

②講師謝金 

③調査旅費、研究視察旅費 

④印刷製本費 

⑤食材費（本会の取扱い物資） 

⑥その他、理事長が認めた経費 

 

（助成対象団体） 

第４条 助成対象は、次の実施団体とする。 

（１）学校給食の普及充実又は食育の推進を行う県レベルの団体 



（２）学校給食の普及充実又は食育の推進を行う地域レベルの団体 

（３）学校給食実施学校等 

（４）県内の公立・私立幼稚園及び保育園等 

（５）その他、理事長が必要と認めた団体 

（助成額） 

第５条 助成額は、助成対象事業に要する経費の一部を予算の範囲内で助成する。なお、

前条の第２項、第３項及び第４項の実施団体に対する助成額は、別表「研修会等の実施

に関わる助成金基準額」に定める金額を限度額とする。 

 

（申請手続き） 

第６条 学校給食支援事業助成金の交付を受けようとする実施団体は、様式第１号「学校

給食支援事業助成金交付申請書」を理事長が別に定める期日までに提出するものとする。 

 

（助成金交付決定） 

第７条 本会は、前条の「申請書」を受理したときは速やかに交付の可否を決定し、その

結果を様式第２号「学校給食支援事業助成金交付決定通知書」により通知するものとす

る。 

 

（変更等の申請手続き） 

第８条 実施団体は、交付決定があった後において、事業内容の変更や中止を行う場合は、

変更申請の手続きを行うものとする。但し、助成金総額の２０パーセント以内の減額で

変更する場合を除く。 

 

（実績報告書の提出） 

第９条 実施団体は、事業が終了した日から３０日を経過した日又は助成金の交付決定を

受けた翌年度の４月末までに様式第３号「学校給食支援事業実績報告書」を提出するも

のとする。 

 

（助成額の確定） 

第１０条 本会は、前条の実績報告書の内容を精査し、額の確定を行い、様式第４号「学

校給食支援事業助成金額確定通知書」により実施団体に通知するものとする。 

 

（助成金の交付） 

第１１条 実施団体は、前条の確定通知書を受理したときは、速やかに様式第５号「学校

給食支援事業助成金請求書」を本会に提出するものとする。なお、理事長が必要と認め

た場合には、事業完了前に概算払いの請求を行うことができるものとする。 



 

（２）本会は、前項の助成金請求書を受理したときは、速やかに助成金を交付するもの

とする。 

 

（その他） 

第１２条 実施団体は、交付を受けた学校給食支援事業に係る関係書類を事業実施年度の

翌年度から３年間保存するものとする。 

 

（２）本会は必要に応じ、実施団体に対して実地調査を行うものとする。 

 

（３）この要綱に定めるもののほか、必要な事項については理事長が別に定めるものと

する。 

 

 

（別表） 

「研修会等の実施に関わる助成金基準額」 

区 分 研修会等参加人数 金 額 

地域レベルの 

団体 

２０人以下 ２０,０００円 

３０人まで ３０,０００円 

４０人まで ４０,０００円 

４１人以上 ５０,０００円 

学校給食 

実施学校等 

１０人以下 １０,０００円 

２０人まで ２０,０００円 

３０人まで ３０,０００円 

４０人まで ４０,０００円 

４１人以上 ５０,０００円 

※参加人数は児童・生徒及び保護者の参加者数で算定する。 

 

 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 


